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No.14  施設の設計（構造）計算書 

 

（1）最終処分場（埋立施設） 



1.1 貯留構造物を超える埋立施工 

 

 
（出典：最終処分場の構造・設計指針及び維持管理指針 H30.7 P20 鳥取県） 

  

 本計画では、上記イに記載される方法で貯留構造物を超えて埋立施工を行う。指

針上のり面勾配は指定されていないため、下表の最も緩やかなえん堤ののり面勾配

1:3.0を参考とし、これより緩やかな 1:4.0で安定計算を行い目標安全率を満たし

たため、1:4.0を採用した。 

 
（出典：最終処分場の構造・設計指針及び維持管理指針 H30.7 P21 鳥取県） 
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1.2 安定計算結果 

 

安定計算は下記の設計基準に準拠し、計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「土地改良事業計画設計基準 設計「ダム」技術書【フィルダム編】」にある計算式

を以下に示す。 

 

 

 

  

（出典：最終処分場の構造・設備指針及び維持管理指針 
P8 H30.7 鳥取県生活環境部） 

（出典：土地改良事業計画設計基準 設計「ダム」技術書【フィルダム編】 

 P.Ⅱ-102～111 H15.4 農林水産省農林振興局） 
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貯留構造物の安定計算は下表のケース１～ケース４について検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標安全率は 1.2 以上とする（出典：廃棄物最終処分場整備の計画･設計･管理要領

2010 改訂版 P217 （社）全国都市清掃会議）。 

地震時の検討に際しては設計水平震度を0.15として計算を行う（下文参照）。 

  

（出典：最終処分場の構造・設備指針及び維持管理指針 
P8 H30.7 鳥取県生活環境部） 

（出典：土地改良事業計画設計基準 設計「ダム」基準書〔共通編〕,p.52， 

農林水産省農村振興局，H15.4） 

9.1.2 設計震度の基本量 
ダムの構造計算及び堤体の非越流部の高さの算定に用いる設計震度

の基本量は、次に揚げる表の値以上で当該ダムの実情に応じて定める。 
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※廃棄物の計算用定数 

 

廃プラスチックの強度は、下表に示すように粘着力で 2～24kN/m2（平均12kN/m2）、

内部摩擦角で 27～59°（平均 42°）が示されている。ここでは安全側を考慮して下表

の最低値を用いて安定計算を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典：プラスチック等が混入した廃棄物地盤の利活用のための地盤評価マニュアル（案） 
P4 （公財）産業廃棄物処理事業振興財団） 

P8 H30 7

廃棄物安定計算用定数 
単位体積重量 13kN/m3 
粘着力 2kN/m2 
内部摩擦角 27° 
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貯留構造物が完成した段階の安定計算結果を図-1 に示す。盛土材料として、購入土

（一般土）を使用した場合、盛土の安定計算結果は上流・下流側とも安定が確保できな

い結果（Fsmin=0.598）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯留構造物直下の基礎地盤に円弧が入ることから、基礎地盤を改良した場合の安定計

算も行ったが（図-2 参照）、貯留構造物自体で目標安全率を下回ることから、盛土材料

として購入土以外を使用する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-1 完成直後・空虚時の安定計算結果図 

上流側 

Fsmin=0.598＜1.2 

下流側 

Fsmin=0.629＜1.2 

※盛土材料において c=1kN/m2 を付与しているのは、河川堤防の構造検討の手引き(改訂版)に基づいたものである。ここれは c=0kN/m2では表層をかすめる円

弧が最小安全率となり、全体の安全性を照査するという意味からかけ離れるため、粘着力を付与するとのことである。 

図-2 完成直後・空虚時の安定計算結果図（基礎地盤改良時） 

上流側 

Fsmin=0.917＜1.2 

下流側 

Fsmin=1.057＜1.2 
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貯留構造物の盛土材料として、現地発生土を使用した場合の安定計算を行う。計画地

には谷底堆積物や黒ぼく、火山灰質粘性土などの粘性土が分布しており、切土によって

盛土材料として十分な量の現地発生土（粘性土）が生じる。これらの土をセメント改良

し、駐留構造物の盛土材として使用した場合の安定計算を行う。 

セメント改良の最少添加量は、一般に 50kg/m3程度と言われており下文参照）、最少

添加量（50kg/m3）における盛土材料の室内配合試験結果では qu=187.8kN/m2 の値が

得られている。 

 

 

 

 

 
基礎地盤の浅層部分を改良した場合、改良土には上載荷重として貯留構造物（土堤）

の荷重が作用することになる。貯留構造物の中央部分で、高さは最大 11.65m≒11.7m

となることから、盛土材料として現地発生土を使用した場合、改良土に作用する荷重は、 

16（kN/m3）×11.7(m)＝187.2N/m2 

≒188kN/m2 

である。 

深層混合処理マニュアルには、改良土の設計基準強度を設定する際に、上載荷重が改

良体に集中したと仮定し、圧縮強度に安全率を乗じることが示されている（下式参照）。 

 

 

 

 

 

 

安全率を 1.2 とすると、式-1 の設計基準強度は、 

188（kN/m2）×1.2＝225.6（kN/m2） 

＝226（kN/m2） 

となる。 

一軸圧縮強度と粘着力の間には、式-2 に示すような関係式があることから、 

 

 

 

 
貯留構造物直下の浅層部分の改良強度（粘着力）は、 

226（kN/m2）÷2＝113（kN/m2） 

を用いて安定解析を行う。 

（出典：セメント系固化材による地盤改良マニュアル 第 4 版,p.111，（社）セメント協会） 

（出典：深層混合処理工法 設計・施工マニュアル（改訂版）P80 （社）日本道路協会） 

（式-1） 

（出典：道路土工 擁壁工指針 P64 （社）日本道路協会） 

（式-2） 
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①ケース１：完成直後・空虚時 

 

ケース１は貯留構造物が完成した段階の安定計算である。貯留構造物の上流側には何

もなく、設計震度として 100%作用した場合の安定計算である。基礎地盤の表層は軟弱

な粘性土層が分布しているため、セメント改良を行うものとし、改良土の強度は

c=113kN/m2とした。計算結果を図-3に示す。 

 

上流側及び下流側とも、計画安全率（PFs=1.2）以上の計算結果が得られた。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-3 完成直後・空虚時の安定計算結果図 

上流側 

Fsmin=2.008＞1.2 

下流側 

Fsmin=1.849＞1.2 
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②ケース２：埋立中・洪水時 

 

埋立中ではあるが、構造物直上流は廃棄物が埋め立てられておらず、洪水（浸出水）

が貯水されている場合の安定性を求めた。この条件においては地震に遭遇する確率は低

いものとして、設計震度は50%で検討を行った。計算結果を図-4 に示す。 

 

上流側及び下流側とも、計画安全率（PFs=1.2）以上の計算結果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-4 埋立中・洪水時の安定計算結果図 

上流側 

Fsmin=3.008＞1.2 

下流側 

Fsmin=2.502＞1.2 
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③ケース３：埋立終了・洪水時 

 

埋立が完了し、貯留構造物上流側には廃棄物が埋め立てられている状態で、洪水（浸

出水）水位は安全側を考慮して、廃棄物最上部まで貯水した水位とする。この条件にお

いては地震に遭遇する確率は低いものとして、設計震度は 50%で検討を行った。計算結

果を図-5に示す。 

 

計算の結果、計画安全率（PFs=1.2）以上の値が得られた。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-5 埋立終了・洪水時の安定計算結果図 

Fsmin=1.351＞1.2 
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④ケース４：埋立終了・地震時 

 

埋立が完了し、貯留構造物上流側には廃棄物が埋め立てられている状態で、設計震度

は 100%で検討を行った。計算結果を図-6に示す。 

 

計算の結果、計画安全率（PFs=1.2）以上の値が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケース１～ケース４の安定計算の結果一覧を下表に示す。 

 

表 安定計算結果一覧表 

 状態 設計震度 下流側 上流側 

ケース１ 完成直後・空虚時 100% 1.848 2.008 

ケース２ 埋立中・洪水時 50％ 2.502 3.008 

ケース３ 埋立終了・洪水時 50％ 1.3５１   

ケース４ 埋立終了・地震時 100％ 1.321   

 

  

図-6 埋立終了・地震時の安定計算結果図 

下流側 

Fsmin=1.321＞1.2 
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1.2 固化材添加量 

 

深層混合処理マニュアルには、改良土の設計基準強度を設定する際に、上載荷重が改

良体に集中したと仮定し、圧縮強度に安全率を乗じることが示されている（下式参照）。 

 

 

 

 

 

 

 
基礎地盤の改良部分について検討したように、貯留構造物の改良土についても、上載

荷重に安全率（Fs=1.2）を乗じた設計基準強度を用いる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 に示したように、貯留構造物は堤軸部分が最も高さがあり、上流及び下流側に向

け上載荷重が減少していく。上載荷重に応じてセメント添加量を変化させることも可能

であるが、土工や施工計画により対応が異なることから、ここでは堤軸付近で必要な設

計基準強度からセメント添加量を求める。 

 
堤軸付近の最大高さは 11.7m である。現地発生土の改良土の単位体積重量は

16kN/m3であるから、上載荷重の最大値は 

16（kN/m3）×11.7(m)＝187.2N/m2 

≒188kN/m2 

である。 

（出典：深層混合処理工法 設計・施工マニュアル（改訂版）P80 （社）日本道路協会） 

（式-3） 

図-7 想定地質縦断図（貯留構造物付近抜粋） 

H=11.7m 

上載荷重は減少 上載荷重は減少 
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安全率を 1.2 とすると、式-3 の設計基準強度は、 

188（kN/m2）×1.2＝225.6（kN/m2） 

≒226（kN/m2） 

となる。 

現場の固化材添加量は図-8 に示すように設計強度を（現場/室内）強さ比で除した室

内目標強度から求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

浅層改良の場合の（現場/室内）強さ比を下表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スタビライザ（プラント）による撹拌の場合には、（現場/室内）強さ比は0.5～0.8（紛

体）であるが、バックホウ混合の場合は（現場/室内）強さ比は0.3～0.7（紛体）の値が

示されている。ここでは、バックホウの混合の場合を想定し、0.3～0.7の平均値（0.5）
として設計強度から室内目標強度を求めると、 

226（kN/m2）÷0.5＝452（kN/m2） 

となる。 

撹拌性能のよいスタビライザを用いる場合には、 

226（kN/m2）÷0.65＝348（kN/m2） 

となる。 

（出典：セメント系固化材による地盤改良マニュアル P111 （社）セメント協会） 

表 浅層改良の場合の（現場／室内）強さ比の例 

（出典：セメント系固化材による地盤改良マニュアル P110 （社）セメント協会） 

図-8 現場固化材添加量の決定方法 
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室内配合試験の結果を図-9 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

バックホウ混合の場合に必要な固化材添加量は、室内目標強度（452kN/m2）から、

図-9 より 155kg/m3となる。 

また、スタビライザ混合の場合は、室内目標強度（348kN/m2）から求めた現場固化

材添加量は 120kg/m3 となる。 

 

先にも述べたが、セメント添加量は堤軸の最下層部分において必要な強度から求めて

いる。貯留構造物の端部や表層付近などは、必要強度が低くなるために添加量を減じる

ことができる。これらについては、切土や盛土の施工計画において十分検討することが

必要である。 

 

バックホウ混合 

固化材添加量：155kg/m3 

 

 

 

 

 

図-9 室内配合試験結果図 
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No.14  施設の設計（構造）計算書 

 

（2）中間処理施設（木くず破砕施設） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

破砕機カタログ 
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破砕機仕様書 
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集塵機カタログ 
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散水機図面 
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消火器カタログ 
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